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10.2 環境の保全のための措置 

10.2.1 環境の保全のための措置の基本的な考え方 

本事業は、南港発電所の既設の発電設備を廃止し、同敷地内に最新鋭の高効率ＧＴＣＣ（ガスター

ビン及び汽力のコンバインドサイクル発電方式、発電端熱効率：約 63％（低位発熱量基準））へ設備

更新（186.3万kW（62.1 万kW×3基））するものである。 

南港発電所は、運転開始後 30 年以上経過しており、ＬＮＧ発電所の中では古い型式の発電方式であ

ることから、設備更新により発電設備の熱効率が大きく改善することで二酸化炭素排出量の削減に直

接寄与する計画である。使用する燃料は、現状と同様に、他の化石燃料と比べて、硫黄酸化物及びば

いじんの発生がなく、窒素酸化物や温室効果ガス排出量も少ないＬＮＧとする計画である。また、最

新鋭の低ＮＯｘ燃焼器及び排煙脱硝装置を採用することで、窒素酸化物の排出低減を図るとともに、

復水器の冷却水量を低減すること等により環境影響を低減する計画とした。 

工事の実施に当たっては、新たな土地造成は行わず、既設の取放水設備、排水処理装置等を有効活

用すること等により、工事に伴う環境影響を低減する計画とした。 

 

なお、準備書に対する経済産業大臣勧告を踏まえ、事業実施に当たっては、以下の取組を行う。 

・「地球温暖化対策計画」、「第７次エネルギー基本計画」及び「ＧＸ２０４０ビジョン～脱炭素成

長型経済構造移行推進戦略 改訂～」（以下「ＧＸ２０４０ビジョン」という。）（いずれも令和7

年 2 月 18 日閣議決定。)並びにこれらの関連施策を踏まえ、必要な対策を検討する。また、「ゼロ

カーボンビジョン２０５０」、「ゼロカーボンロードマップ」等の事業者全体に係る事業方針にお

いても適切に反映させる。 

・事業者として必要な温室効果ガス削減に係る目標及び対策の検討に当たっては、省エネルギー及び

高効率化の徹底、ＣＣＵＳ（二酸化炭素の回収・有効利用・貯留(Carbon dioxide Capture, 

Utilization and Storage)の略称）に向けた取組、水素等の脱炭素燃料の利用に向けた取組等を進

める。 

・事業者全体での温室効果ガスの削減に向け、再生可能エネルギー等の非化石電源を優先的に稼働さ

せるとともに、調整力としての火力発電については、発電出力を最大限抑制可能な設備の技術的に

合理的な範囲で導入し又は運用するなどにより最低出力をできる限り引下げる、もしくは、高効率

な設備から優先的に稼動させるなど、柔軟な運用を行い、事業者として足元の温室効果ガス削減に

取り組む。 

・天然ガス火力をめぐる環境保全に係る国内外の状況を十分認識し、水素等の脱炭素燃料、ＣＣＵＳ

等の火力発電の脱炭素化に向けた技術の導入を、技術・サプライチェーン・制度の整備状況を踏ま

え、運転開始当初からを含めて検討し、世界全体の平均気温の上昇を工業化以前よりも１．５℃高

い水準までのものに制限すること（以下「１．５℃目標」という。)と整合する形で可能な限り早期

に進める。 

・水素等の脱炭素燃料の導入に当たっては、発電所稼働時に二酸化炭素を排出しないことのみに着目

せず、燃料の製造、輸送等も含む本事業のサプライチェーン全体の温室効果ガス排出量を算定し、

適切に削減していく。 

・本事業の実施に当たっては、電気事業分野における地球温暖化対策に関連する施策の検討及び最新

技術の開発・社会実装の動向を注視し、地球温暖化対策計画に示される２０３０年度、２０３５年

度及び２０４０年度の温室効果ガス削減目標（以下「削減目標」という。）との整合及び更なる温

室効果ガス削減への貢献を目指すとともに、Ｇ7プーリアサミットにおける「２０３５年までに電力

部門の完全又は大宗の脱炭素化」という共同声明も踏まえ、我が国における削減目標の達成及び２

０５０年ネット・ゼロの実現という目標との整合性が図られるよう、本事業に係る二酸化炭素排出

削減のための具体的な方策及び行程を早期に確立し、実行に移す。その際、２０３５年度、２０４

０年度及び２０５０年に向けて、事業者全体として、二酸化炭素排出量の削減の取組の道筋が、１．
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５℃目標と整合する形で描けない場合には、あらゆる選択肢を勘案して検討する。 

・必要に応じて専門家等の助言を受けた上で、事業特性を踏まえた科学的知見に基づく十分かつ適切

な調査を実施し、予測及び評価を行った上で環境保全措置の検討を行う。また、地域住民等に対し

丁寧かつ十分な説明を行う。 

・環境監視を適切に実施する。また、その結果を踏まえ、必要に応じて、追加的な環境保全措置を適

切に講ずる。なお、追加的な環境保全措置の具体化に当たっては、措置の内容が十分なものとなる

よう、これまでの調査結果及び専門家等からの助言を踏まえ、客観的かつ科学的に検討する。また、

検討の過程、その対応方針等を公開し、透明性を確保する。 

 

1.工事の実施における環境保全の考え方 

・既存の南港発電所構内に発電設備を設置することにより、新たな土地造成を行わず、地形改変を可

能な限り回避する計画とした。 

・工事の実施に当たっては、可能な限り大型機器の工場組立や海上輸送の活用、既設設備の有効活用、

並びに掘削土の発生量低減による工事量の低減を図り、また工事工程等の調整により、工事関係車

両台数及び建設機械稼働台数の低減・平準化を図ることにより、大気質、騒音、振動等の環境への

影響を可能な限り低減する計画とした。 

・建設機械については、可能な限り排出ガス対策型、低騒音型、低振動型を採用するとともに、工事

規模や状況に合わせて適切に配置し、大気質、騒音、振動等への影響を可能な限り低減する計画と

した。 

・掘削工事等の工事排水は、仮設排水処理装置にて処理し、また、機器類及び配管系の洗浄排水は、

既設総合排水処理装置にて処理し、下水道へ排出する計画とした。工事範囲の雨水排水は仮設排水

処理装置において、適正に処理した後、下水道もしくは海域へ排出することにより、濁りの影響を

可能な限り低減する計画とした。 

・産業廃棄物については、工事量の低減、工事用資材等の梱包材の簡素化を図ること等により、発生

量の低減に努めるとともに、可能な限り有効利用に努め、処分量を低減する計画とした。 

・残土については、既設設備を有効活用することにより、掘削範囲を必要最小限とし、掘削土の発生

量を低減するとともに、可能な限り対象事業実施区域にて有効利用することにより、残土の発生量

を低減する計画とした。 

 

2.土地又は工作物の存在及び供用における環境保全の考え方 

・ばい煙については、最新鋭の低ＮＯｘ燃焼器及び排煙脱硝装置を採用し、窒素酸化物の排出濃度及

び排出量を低減する計画とした。 

・騒音については、可能な限り低騒音型の機器を採用するとともに建屋内に収納し、必要に応じて防

音カバーの取り付け、防音壁の設置等の防音対策を実施する計画とした。 

・振動については、可能な限り低振動型の機器を採用するとともに、基礎を強固にし、振動の伝搬を

低減する計画とした。 

・資材等の搬出入については、発電所関係車両台数の低減及び平準化等を図ることにより、大気質、

騒音、振動等の環境への影響を可能な限り低減する計画とした。 

・温排水については、復水器冷却水量を低減するとともに、取放水温度差を現状と同じ7℃以下で管理

すること、また、取水方式は現状と同様、低温な海水を取水できる深層取水とすることで、温排水

拡散域を低減することにより、水温への影響を低減する計画とした。 

・陸生動物については、騒音及び振動の発生源となる建設機械及び機器は、可能な限り低騒音・低振

動型を採用し、基礎杭工事においては、低騒音工法・低振動工法の採用に努める。 

また、工事に伴い改変した緑地については、可能な限り在来種による緑地復旧等を行い、陸生動物

及び陸生植物への影響を低減する計画とした。 
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・海域の動物及び植物については、復水器の冷却水量を低減するとともに、取放水温度差を現状と同

じ7℃以下にし、また、取水方式を現状と同様、低温な海水を取水できる深層取水とすることで温排

水の拡散域を低減することにより、海域の動物の生息環境及び植物の生育環境への影響を低減する

計画とした。 

・景観については、主要設備の色彩を「大阪市景観計画」（大阪市、令和 6 年）の景観形成基準に準

拠し、周辺の環境との調和に配慮した計画とすること等により、眺望景観への影響を低減する計画

とした。 

・産業廃棄物については、資材等の梱包材の簡素化による産業廃棄物発生量の低減及び発電所の運転に

伴い発生する産業廃棄物の有効利用に努め、可能な限り処分量の低減を図る計画とした。 

・温室効果ガス等については、現状と同様に、他の化石燃料に比べて二酸化炭素の排出量が少ないＬＮ

Ｇを使用するとともに、利用可能な最良の発電技術である 1,650℃級ガスタービンを用いた最新鋭の

高効率コンバインドサイクル発電方式を採用すること等により、二酸化炭素の排出原単位を低減する

計画とした。 

 

10.2.2 環境保全措置の検討の経過及び結果 

1.発電出力等 

南港発電所は、運転開始後 30 年以上経過しており、ＬＮＧ発電所の中では古い型式の発電方式であ

ることから、電源の新陳代謝による安定供給及び将来のエネルギー脱炭素化に貢献することを目的に

最新鋭の高効率ＧＴＣＣ（ガスタービン及び汽力のコンバインドサイクル発電方式）へ設備更新する

ものである。新たに設置する新 1 号機、新 2 号機、新 3 号機及び事務所は、既設の 1～3 号機の東側エ

リアに建設する計画であり、発電規模は既存と同等の 186.3 万kW（62.1 万kW×3 基）とした。なお、

方法書の段階では既存と同じ 180 万kW級（60 万kW級×3 基）としていたが、設備の詳細設計により前

述の発電規模の計画とした。 

 

2.配置計画 

発電所の配置計画に当たっては、新たに設置する新1号機、新2号機、新3号機及び事務所は、既設

の 1～3 号機の東側エリアに建設し、取水口及び放水口は、既設の設備を有効活用して使用する等、既

存の敷地を利用し工事量の削減等による環境影響を低減できる合理的な配置とした。なお、2050 年の

ゼロカーボン化の実現に向けた取組としてのゼロカーボン燃料やＣＣＵＳ等の導入を可能とするため、

対象事業実施区域内の既設設備のエリア等に必要なスペースを確保する計画とした。 

煙突については、配慮書の段階では単筒身型で計画していたが、配慮書に対する経済産業大臣及び

関係自治体からの意見や大阪市では二酸化窒素の環境基準を上回る環境保全目標が設定されているこ

とを踏まえ、大気質に関する影響に相当程度の低減が期待でき、かつ眺望景観への影響も配慮した集

合煙突（地上高 80ｍ）を採用することとし、方法書の段階において見直しを行った。また、配慮書の

段階では、燃料ガス導管を敷設する工事を計画していたが、発電所内に新設設備として燃料ガス圧縮

機を設置して昇圧し、既設の燃料ガス導管を活用する計画としたことから、方法書の段階において見

直しを行った。 

 

3.工事の実施における環境保全措置の検討 

(1)大気環境（大気質、騒音、振動）、人と自然との触れ合いの活動の場－工事用資材等の搬出入－ 

掘削範囲を最小限とし掘削土の発生量を低減するとともに、可能な限り掘削土を対象事業実施区

域で埋戻し及び盛土に有効利用することにより、残土の発生量を低減し、工事関係車両台数を低減

する計画とした。 

ガスタービン、蒸気タービン及び排熱回収ボイラー等の大型機器は可能な限り工場組立及び海上

輸送を行うことにより、工事関係車両台数を低減する計画とした。 
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既設の取放水設備、排水処理装置等を有効活用することにより、工事量を低減し、工事関係車両

台数の低減を図る計画とした。 

工事工程等の調整により、工事関係車両台数の平準化に努め、建設工事ピーク時の工事関係車両

台数の低減を図る計画とした。 

工事関係者の通勤は乗り合い等に努め、工事関係車両台数の低減を図る計画とした。 

急発進、急加速の禁止、車両停止時のアイドリングストップ等のエコドライブを励行することに

より、排ガスの排出量及び道路交通騒音・振動の発生を低減する計画とした。 

 

(2)大気環境（大気質、騒音、振動）－建設機械の稼働－ 

ガスタービン、蒸気タービン及び排熱回収ボイラー等の大型機器は可能な限り工場組立及び海上

輸送を行うことにより、現地工事量を低減し、建設機械稼働台数を低減する計画とした。 

工事工程等の調整により、建設機械稼働台数の平準化に努め、建設工事ピーク時の建設機械稼働

台数の低減を図る計画とした。 

建設機械は可能な限り排出ガス対策型、低騒音・低振動型を採用するとともに、工事規模や状況

に合わせて建設機械を適正に配置して効率的に稼働する計画とした。 

建設機械のアイドリングストップを励行することにより、排ガスの排出量及び騒音・振動を低減

する計画とした。 

 

(3)水環境（水質：水の濁り）－造成等の施工による一時的な影響－ 

掘削工事等の工事排水は、仮設排水処理装置にて処理し、機器類及び配管系の洗浄排水は、既設

総合排水処理装置にて処理した後、下水道へ排出する計画とした。 
工事範囲の主な雨水排水は、仮設排水処理装置において浮遊物質量を最大 90mg/L 以下、日間平均

70mg/L 以下に処理し、海域へ排出する計画とした。 
 

(4)動物（重要な種及び注目すべき生息地）、植物（重要な種及び重要な群落）、生態系（地域を特徴

づける生態系）－造成等の施工による一時的な影響－ 

ガスタービン、蒸気タービン及び排熱回収ボイラー等の大型機器は、可能な限り工場組立とし、

現地工事を少なくする工法等を採用することにより、工事量の低減を図る計画とした。 

発電所計画地は既存の用地を利用し、陸域の自然地形の改変は行わない計画とした。また、工事

に伴い緑地の一部を改変するが、可能な限り在来種により緑地復旧する計画とした。 

設備はコンパクトな配置設計とし、工事範囲は必要最小限とする計画とした。 

改変区域内に生育する重要な種であるキンランについては、専門家の助言に基づき、工事実施前

までに工事の実施による影響を受けない適地への移植を行い、種の保全に努める計画とした。 
 

(5)廃棄物等（産業廃棄物、残土）－造成等の施工による一時的な影響－ 

①産業廃棄物 

ガスタービン、蒸気タービン及び排熱回収ボイラー等の大型機器は、可能な限り工場組立とし、

現地工事により発生する産業廃棄物の発生量の低減を図る計画とした。 
既設の取放水設備、排水処理装置等を有効活用することにより、工事量を低減し、産業廃棄物の

発生量の低減を図る計画とした。 
工事用資材等は梱包材の簡素化により、産業廃棄物の発生量の低減を図る計画とした。 
建設工事に伴い発生する建設汚泥は、脱水処理等を行うことにより減容化に努め、産業廃棄物発

生量の低減を図る計画とした。 
工事の実施に伴い発生する産業廃棄物は、可能な限り有効利用に努め、有効利用が困難な産業廃

棄物については、産業廃棄物処理会社に委託して適正に処分する計画とした。 
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②残土 

既設の取放水設備、排水処理装置等を有効活用することにより、掘削範囲を低減し、残土の発生

量低減を図る計画とした。 
陸域工事においては、掘削範囲を必要最小限とし、掘削土の発生量を低減するとともに、可能な

限り対象事業実施区域内にて埋戻し及び盛土に有効利用することにより、残土の発生量低減を図る

計画とした。有効利用が困難な残土は、専門の処理会社に委託して適正に処理する計画とした。 
 

4.土地又は工作物の存在及び供用における環境保全措置の検討 

(1)大気環境（大気質）－施設の稼働（排ガス）－ 

最新鋭の低ＮＯＸ燃焼器及び排煙脱硝装置を採用することにより、窒素酸化物の排出濃度及び排出

量の低減を図る計画とした。また、各設備の適切な運転管理及び維持管理に努め、窒素酸化物の排

出濃度及び排出量の抑制を図る計画とした。 

 

なお、準備書に対する経済産業大臣勧告を踏まえ、大気環境に対する影響を低減できるよう、以

下を始めとする事項に取り組む。 

①継続的な大気環境の改善に向け、地元地方公共団体と密に連携し、周辺住民への丁寧な説明と理

解促進に努めるとともに、本発電所での発電に当たっての排煙脱硝装置の維持管理の徹底等、大

気汚染物質排出削減対策を講ずる。 

②本発電設備の稼働に伴う大気質への影響をできる限り低減するため、今後、地元地方公共団体と

協議の上、本発電所に係る公害防止協定等が締結又は改定する場合には、これを遵守するよう、

最良の技術による環境対策設備を採用し、施設の適切な維持管理を図る。 

③光化学オキシダント及び微小粒子状物質（ＰＭ２．５）に係る最新の動向を踏まえ、必要に応じ

て調査、影響の予測及び評価並びに環境保全措置を検討する。 

④脱炭素燃料の混焼率の向上及び専焼運転への移行を図る際には、例えば窒素酸化物等、温室効果

ガス以外の環境影響についても調査、予測及び評価を行い、その結果を踏まえ、燃料転換により

生じるおそれのある環境への影響を回避し、又は極力低減する。 

 

(2)大気環境（騒音、振動）－施設の稼働（機械等の稼働）－ 

騒音発生源となる機器は可能な限り低騒音型の機器を採用する。また、可能な限り建屋内に収納

するとともに、必要に応じて防音カバーの取り付け、防音壁の設置等の防音対策を実施する計画と

した。また、振動発生源となる機器は可能な限り低振動型の機器を採用するとともに、基礎を強固

にし、振動の伝搬を低減する計画とした。 

 

(3)大気環境（大気質、騒音、振動）、人と自然との触れ合いの活動の場－資材等の搬出入－ 

定期点検工程等の調整により、発電所関係車両台数の平準化に努め、ピーク時の発電所関係車両

台数の低減を図る計画とした。また、発電所関係者の通勤は、乗り合い等に努めることで通勤車両

台数の低減を図る計画とした。 

急発進、急加速の禁止、車両停止時のアイドリングストップ等のエコドライブを励行することに

より、排ガスの排出量及び道路交通騒音・振動の発生を低減する計画とした。 

 

(4)水環境（水質：水温、その他：流向及び流速）－施設の稼働（温排水）－ 

高効率なコンバインドサイクル発電方式を採用することにより、復水器の冷却水量を現状の

79.2m3/s から 39.6m3/s に低減し、放水流速を低減するとともに、取水方式は現状と同様に、低温な

海水を取水できる深層取水とし、取放水温度差を現状と同じ7℃以下として温排水拡散域を低減する

ことにより、水温、流向及び流速への影響を低減する計画とした。 
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なお、準備書に対する経済産業大臣勧告を踏まえ、以下の対応を行う。 

・温排水により生じる対象事業実施区域周辺の水環境への影響について、最新の知見や本発電設備

の稼働後の状況を踏まえ、必要に応じて環境監視計画を見直した上で、これに基づく環境監視を

行うとともに、この結果を踏まえて、必要に応じて、追加的な環境保全措置を含めた適切な対応

を行う。また、温排水により生じる対象事業実施区域周辺の水環境への影響について、地元地方

公共団体、地域住民等の関係者に対して丁寧かつ十分な説明を実施する。 

 
(5)動物（重要な種及び注目すべき生息地）、植物（重要な種及び重要な群落）、生態系（地域を特徴

づける生態系）－地形改変及び施設の存在－ 

ガスタービン、蒸気タービン及び排熱回収ボイラー等の大型機器は、可能な限り工場組立とし、

現地工事を少なくする工法等を採用することにより、工事量の低減を図る計画とした。 

発電所計画地は既存の用地を利用し、陸域の自然地形の改変は行わない計画とした。また、工事

に伴い緑地の一部を改変するが、可能な限り在来種により緑地復旧するとともに、工場立地法(昭和

34年法律第24号)等で定められる緑地面積率を遵守する計画とした。 

設備はコンパクトな配置設計とし、工事範囲は必要最小限とする計画とした。 

騒音、振動の発生源となる建設機械及び機器は、可能な限り低騒音、低振動型のものを採用する

こととし、基礎杭工事においては、低騒音工法・低振動工法の採用に努めることで、動物、生態系

への影響を低減する計画とした。 

改変区域内に生育する重要な種であるキンランについては、専門家の助言に基づき、工事実施前

までに工事の実施による影響を受けない適地への移植を行い、種の保全に努める計画とした。 

 

(6)景観－地形改変及び施設の存在－ 

主要設備の色彩については、「大阪市景観計画」（大阪市、令和 6 年）の景観形成基準に準拠し、

ベースカラーは自然や原風景の葦原との一体的調和に配慮された関西らしい明るい空間色である黄

色みにシフトした明るいベージュ系色、アクセントカラーは海・空・六甲山等の山並み・淡路島の

島並み等、大阪湾の景観の特徴に呼応し、既設設備と同色である青緑系色を選定することで、周辺

環境との調和を図る計画とした。 
設備はコンパクトな配置設計とし、設備の視認範囲の低減を図る計画とした。 
工事に伴い緑地の一部は改変するものの、可能な限り緑地復旧を行い、周辺からの眺望景観に配

慮する計画とした。 
 

(7)廃棄物等（産業廃棄物）－廃棄物の発生－ 

資材等は、梱包材の簡素化により、産業廃棄物の発生量を低減する計画とした。 

発電所の運転に伴い発生する産業廃棄物は、可能な限り有効利用に努める計画とした。 

有効利用が困難な産業廃棄物は、産業廃棄物処理会社に委託して適正に処分する計画とした。 
 

(8)温室効果ガス等（二酸化炭素）－施設の稼働（排ガス）－ 

発電用燃料は、現状と同様に、他の化石燃料に比べて二酸化炭素の排出量が少ないＬＮＧを使用

する計画とした。 

「東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議取りまとめ」（経済産業省･環境省、平成 25

年）の利用可能な最良の発電技術である1,650℃級ガスタービンを用いた最新鋭の高効率コンバイン

ドサイクル方式「発電端熱効率約 63％（低位発熱量基準）」を採用する計画とした。また、発電設

備の適切な維持管理及び運転管理を行うことにより、発電効率の維持に努めるとともに、発電所内

の省エネルギー化により、所内電力量の低減に努める計画とした。 
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「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」(昭和 54 年法律第

49 号)に基づく電力供給業に係るベンチマーク指標について、2030 年度に向けて引き続き達成する

よう努める計画とした。 

電力業界の自主的枠組みに参加する小売電気事業者に電力を供給する等供給先を検討し、確実に

温室効果ガス排出削減に取り組む計画とした。 

直近の地球温暖化対策に関連する施策を踏まえ、「ゼロカーボンロードマップ」で掲げていた既

存の排出削減目標（2013 年度比で 2025 年度時点にて 55％削減、2030 年度時点にて 70％削減）に加

えて、2026 年 4 月には新たな排出削減目標（2040 年時点で 80%）を掲げるとともに、「ゼロカーボ

ンビジョン2050」及び「ゼロカーボンロードマップ」等を適宜見直していく。 

また、2050年ゼロカーボン化に向けては、ゼロカーボン燃料やCCUSなどの脱炭素化技術の導入お

よびサプライチェーンの構築について様々な実証や他社との連携を通じて検討を進め、制度の整備

状況も踏まえ社会実装や当社への導入を目指す。 

 
なお、準備書に対する経済産業大臣勧告を踏まえ、削減目標の逹成及び２０５０年ネット・ゼロ

の実現という目標との整合性が図られるよう、本事業について、以下を始めとする事項に取り組む。 
①火力発電をめぐる環境保全に係る国内外の状況を十分認識し、将来的な脱炭素化を前提としたも

のとして本事業を進める。 

②本事業において、「ゼロカーボンビジョン２０５０」や「ゼロカーボンロードマップ」（今後、

事業者により新たな計画等が策定された場合にはそれらも含む。）を踏まえ、水素混焼・専焼、

ＣＣＵＳ等の火力発電の脱炭素化に向けた技術を運転開始時又は運転開始後のできるだけ早い時

点から実装するなど、事業者として必要な措置を、１．５℃目標と整合する形で可能な限り早期

に進め、ロックイン効果を創出することなく、２０５０年までのカーボンニュートラル達成を目

指す。また、脱炭素燃料、ＣＣＵＳ等の実装に向け、貯蔵タンク等の附帯設備に必要となる発電

所内の敷地の確保等の検討を行うなど、事業者として主体的に取組を進める。 

③本事業は、長期脱炭素電源オークション（応札年度：２０２３年度）で落札した事業であり、事

業者が自ら作成・提出した脱炭素化ロードマップを、地球温暖化対策計画、第７次エネルギー基

本計画及びＧＸ２０４０ビジョン並びに今後の電気事業分野における地球温暖化対策に関連する

施策に整合するよう必要に応じて見直すとともに、当該ロードマップを遵守し、本事業の着実な

脱炭素化を進める。 

④発電事業の温室効果ガスの削減に向け、調整力としての火力発電については、発電出力を最大限

抑制できる設備の技術的に合理的な範囲での導入・運用等により最低出力の引下げを行う、高効

率な設備から優先的に稼動させるなどの柔軟な運用を行い、本事業所として足元の温室効果ガス

削減に取り組む。 

⑤小売段階において調逹される電力を通じて発電段階での低炭素化が確保されるよう、エネルギー

供給事業者によるエネルギー源の環境適合利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関

する法律（平成２１年法律７２号）では小売段階において低炭素化の取組が求められていること

を認識し、自主的枠組み参加事業者の現状のカバー率の維持・向上が図られることを前提として、

事業者において自主的枠組み参加事業者に電力を供給するなど、確実に二酸化炭素排出削減に取

り組む。 

⑥情報公開等により社会的な透明性を確保しつつ、運転開始後の運転計画、維持管理計画等に基づ

く措置を適切に講じ、高い発電効率を発揮し続ける。また、地球温暖化対策計画、第７次エネル

ギー基本計画及び、ＧＸ２０４０ビジョンに基づくとともに、これら関連施策に関する議論及び

電気事業分野における地球温暖化対策に関連する施策を踏まえ、事業者として必要な対策を講ず

る。 
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10.2.3 環境保全措置の検討結果の整理 

「10.1 調査結果の概要並びに予測及び評価の結果」に記載した予測の実施にあたり、予測の前

提となる環境影響を実行可能な範囲内で回避・低減するために講じる環境保全措置の内容・方法及

び実施主体等について整理した結果は次のとおりである。 
 

1. 「工事の実施」に係る環境保全措置 

(1) 大気環境 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

工
事
用
資
材
等
の
搬
出
入 

窒
素
酸
化
物
□
浮
遊
粒
子
状
物
質
□
粉
じ
ん
等 

発
生
源
対
策 

工事関係車両

台数の低減 

事
業
者 

掘削範囲を最小限とすることによ

り掘削土の発生量を低減するとと

もに、可能な限り掘削土を対象事

業実施区域で埋戻し及び盛土に有

効利用することにより、残土の発

生量を低減し、工事関係車両台数

を低減することで、窒素酸化物、

浮遊粒子状物質及び粉じん等の影

響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

大型機器の工

場組立及び海

上輸送 

ガスタービン、蒸気タービン、排

熱回収ボイラー等の大型機器は可

能な限り工場組立及び海上輸送を

行うことにより、工事関係車両台

数を低減することで、窒素酸化

物、浮遊粒子状物質及び粉じん等

の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

既設設備の有

効利用 

既設の取放水設備、排水処理装置

等を有効活用することにより、工

事量を低減し、工事関係車両台数

の低減を図ることで窒素酸化物、

浮遊粒子状物質及び粉じん等の影

響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

工事関係車両

台数の平準化 

工事工程等の調整により、工事関

係車両台数の平準化に努め、建設

工事ピーク時の工事関係車両台数

の低減を図ることで、窒素酸化

物、浮遊粒子状物質及び粉じん等

の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

乗り合いの実

施 

工事関係者の通勤は乗り合い等に

努めることにより、工事関係車両

台数の低減を図ることで、窒素酸

化物、浮遊粒子状物質及び粉じん

等の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

低公害車の積

極的な利用、

エコドライブ

の励行 

低公害車の積極的な利用を図ると

ともに、急発進、急加速の禁止、

及び車両停止時のアイドリングス

トップ等のエコドライブを励行す

ることにより、排ガスの排出量を

低減することで、窒素酸化物の影

響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 
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影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

工
事
用
資
材
等
の
搬
出
入 

窒
素
酸
化
物
□
浮
遊
粒
子
状
物
質
□
粉
じ
ん
等 

発
生
源
対
策 

適 正 な 積 載

量・速度によ

る運行、シー

ト被覆等 

事
業
者 

土砂等の運搬車両は適正な積載量

及び速度により運行するととも

に、必要に応じてシート被覆等を

行うことにより飛散防止を図るこ

とで、粉じん等の影響を低減でき

る。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

飛 散 防 止 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

工事関係車両

出場時のタイ

ヤ洗浄 

工事関係車両の出場時に適宜タイ

ヤ洗浄を行うことで、粉じん等の

影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

飛 散 防 止 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

渋滞時間の極

力回避 

朝夕の渋滞時間を極力避けること

で平準化を図ることで窒素酸化

物、浮遊粒子状物質及び粉じん等

の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

複数の交通ル

ート利用 

阪神高速湾岸線等の高速道路を利

用することにより、主要地方道路

等の交通量を低減することや複数

ルートを設定し、交通量の分散を

図ることで、窒素酸化物、浮遊粒

子状物質及び粉じん等の影響を低

減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の工事関係者

への周知徹底 

会議等を通じて、上記の環境保全

措置を工事関係者へ周知徹底する

ことで、環境保全措置をより確実

に実施できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 

 

  



 

10.2-10 

(1070) 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

工
事
用
資
材
等
の
搬
出
入 

騒
音
□
振
動 

発
生
源
対
策 

大型機器の工

場組立及び海

上輸送 

事
業
者 

ガスタービン、蒸気タービン、排

熱回収ボイラー等の大型機器は可

能な限り工場組立及び海上輸送を

行うことにより、工事関係車両台

数を低減することで騒音及び振動

の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

既設設備の有

効利用 

既設の取放水設備、排水処理装置

等を有効活用することにより、工

事量を低減し、工事関係車両台数

の低減を図ることで騒音及び振動

の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

残土の発生量

低減 

掘削範囲を最小限とすることによ

り掘削土の発生量を低減するとと

もに、可能な限り掘削土を対象事

業実施区域で埋戻し及び盛土に有

効利用することにより、残土の発

生量を低減し、工事関係車両台数

を低減することで、騒音及び振動

の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

乗り合いの実

施 

工事関係者の通勤は、乗り合い等

に努めることにより、工事関係車

両台数の低減を図ることで、騒音

及び振動の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

工事関係車両

台数の平準化 

工事工程等の調整により、工事関

係車両台数の平準化に努め、建設

工事ピーク時の工事関係車両台数

の低減を図ることで、騒音及び振

動の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

複数の交通ル

ート利用 

阪神高速湾岸線等の高速道路を利

用することにより、可能な限り主

要地方道等の交通量を低減するこ

とや複数ルートを設定し、交通量

の分散を図ることで、騒音及び振

動の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

渋滞時間の極

力回避 

朝夕の渋滞時間を極力避けること

により平準化を図ることで騒音及

び振動の影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

エコドライブ

の励行 

急発進、急加速の禁止、及び車両

停止時のアイドリングストップ等

のエコドライブを励行することに

より、騒音及び振動の影響を低減

できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

騒音・振動の低

減により、効果

が確実である。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の工事関係者

への周知徹底 

会議等を通じて、上記の環境保全

措置を工事関係者へ周知徹底する

ことで、環境保全措置をより確実

に実施できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 

 



 

10.2-11 

(1071) 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

建
設
機
械
の
稼
働 

窒
素
酸
化
物
□
浮
遊
粒
子
状
物
質
□
粉
じ
ん
等 

発
生
源
対
策 

大型機器の工

場組立及び海

上輸送 

事
業
者 

ガスタービン、蒸気タービン、排

熱回収ボイラー等の大型機器は可

能な限り工場組立及び海上輸送を

行うことにより、現地工事量を低

減し、建設機械稼働台数を低減す

ることで、窒素酸化物、浮遊粒子

状物質及び粉じん等の影響を低減

できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

建設機械稼働台

数 の 低 減 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

建設機械稼働

台数の平準化 

工事工程等の調整により、建設機

械稼働台数の平準化に努め、建設

工事ピーク時の建設機械稼働台数

の低減を図ることで、窒素酸化

物、浮遊粒子状物質及び粉じん等

の影響を低減できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

建設機械稼働台

数 の 低 減 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

排出ガス対策

型建設機械の

使用、建設機

械の効率的な

稼働 

建設機械は可能な限り排出ガス対

策型を使用するとともに、工事規

模に合わせて建設機械を適正に配

置して効率的に稼働し、建設機械

停止時のアイドリングストップを

励行することにより、排ガスの排

出量を低減することで、窒素酸化

物、浮遊粒子状物質及び粉じん等

の影響を低減できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

散水の実施 必要に応じて散水を実施すること

で粉じん等の影響を低減できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

建設機械の点

検・整備 

適切な点検及び整備により、建設

機械の性能維持に努めることで、

窒素酸化物、浮遊粒子状物質及び

粉じん等の影響を低減できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の工事関係者

への周知徹底 

会議等を通じて、上記の環境保全

措置を工事関係者へ周知徹底する

ことで、環境保全措置をより確実

に実施できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 

 

  



 

10.2-12 

(1072) 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

建
設
機
械
の
稼
働 

騒
音
□
振
動 

発
生
源
対
策 

大型機器の工

場組立及び海

上輸送 

事
業
者 

ガスタービン、蒸気タービン、排

熱回収ボイラー等の大型機器は可

能な限り工場組立及び海上輸送を

行うことにより、現地工事量を低

減し、建設機械稼働台数を低減す

ることで、騒音及び振動の影響を

低減できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

建設機械稼働台

数 の 低 減 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

既設設備の有

効利用 

既設の取放水設備や排水処理装置

等を有効活用することにより、工

事量を低減し、建設機械の稼働台

数を低減することで騒音及び振動

の影響を低減できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

建設機械稼働台

数 の 低 減 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

建設機械稼働

台数の平準化 

工事工程等の調整により、建設機

械稼働台数の平準化に努め、建設

工事ピーク時の建設機械稼働台数

の低減を図ることで、騒音及び振

動の影響を低減できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

建設機械稼働台

数 の 低 減 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

低騒音・低振

動型建設機械

の採用、建設

機械の効率的

な稼働 

建設機械は可能な限り低騒音・低

振動型を採用するとともに、工事

規模に合わせて適切に配置して効

率的に稼働し、また、建設機械停

止時のアイドリングストップを励

行することにより、騒音及び振動

の影響を低減できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

騒音・振動の低

減により、効果

が確実である。 

なし 

低騒音・低振

動工法の採用 

基礎杭工事においては、低騒音・

低振動工法の採用に努めること

で、騒音及び振動の影響を低減で

きる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

騒音・振動の低

減により、効果

が確実である。 

なし 

建設機械の点

検・整備 

適切な点検及び整備により、建設

機械の性能維持に努めることで、

騒音及び振動の影響を低減でき

る。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

騒音・振動の低

減により、効果

が確実である。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の工事関係者

への周知徹底 

会議等を通じて、上記の環境保全

措置を工事関係者へ周知徹底する

ことで、環境保全措置をより確実

に実施できる。 

低減 有 建設機械に

よる影響は

少ない。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 

 

  



 

10.2-13 

(1073) 

 (2) 水環境 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

造
成
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

水
の
濁
り 

発
生
源
対
策 

既存敷地の有

効活用 

事
業
者 

発電設備を既存の敷地に設置する

ことにより、新たな大規模な土地

の造成を行わないことで、水の濁

りの影響を低減できる。 

低減 有 海域への影

響 は 少 な

い。 

既存敷地の活用

により、効果が

確実である。 

なし 

水
の
濁
り
の
低
減 

工事排水の適

正処理 

陸域の掘削工事等に伴う工事排水

は、仮設排水処理装置にて処理を

行った後、下水道に排出すること

で、水の濁りの影響を低減でき

る。 

低減 有 海域への影

響 は 少 な

い。 

排水の適正処理

により、効果が

確実である。 

なし 

生活排水の適

正処理 

仮設事務所・詰所の生活排水は、

下水道に排出することで、水の濁

りの影響を低減できる。 

低減 有 海域への影

響 は 少 な

い。 

排水の適正処理

により、効果が

確実である。 

なし 

機器洗浄排水

等の適正処理 

機器洗浄や配管系の洗浄排水は、

既設総合排水処理装置にて処理を

行った後、下水道に排出すること

で、水の濁りの影響を低減でき

る。 

低減 有 海域への影

響 は 少 な

い。 

排水の適正処理

により、効果が

確実である。 

なし 

雨水排水の適

正処理 

工事範囲の雨水排水は、仮設排水

処理装置において処理し、下水道

及び海域へ排出することで、水の

濁りの影響を低減できる。 

低減 有 海域への影

響 は 少 な

い。 

排水の適正処理

により、効果が

確実である。 

なし 

  



 

10.2-14 

(1074) 

(3) 動物、植物、生態系 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

造
成
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
□
重
要
な
種
及
び
重
要
な 

群
落
□
海
域
に
生
息
・
生
育
す
る
も
の
を
除
く
□
□
生
態
系 

生
息
・
生
育
環
境
・
生
態
系
の
保
全 

大型機器の工

場組立 

事
業
者 

ガスタービン、蒸気タービン及び

排熱回収ボイラー等の大型機器は

可能な限り工場組立とし、現地工

事を少なくする工法等を採用する

ことにより、工事量の低減を図る

ことで、動物、植物及び生態系へ

の影響を低減できる。 

低減 有 動物、植物、

生態系への 

影響は少な

い。 

現地工事量の低

減により、効果

が確実である。 

なし 

既存敷地の有

効活用 

発電所計画地は既存の用地を利用

し、陸域の自然地形の改変は行わ

ないことで、動物、植物及び生態

系への影響を低減できる。 

低減 有 動物、植物、

生態系への 

影響は少な

い。 

造成範囲の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

コンパクトな

配置設計 

設備はコンパクトな配置設計と

し、工事範囲は最小限とすること

で、動物、植物及び生態系への影

響を低減できる。 

低減 有 動物、植物、

生態系への 

影響は少な

い。 

工事範囲を最小

とすることによ

り、効果が確実

である。 

なし 

工事区域外等

への不要な立

入り禁止 

工事関係者の工事区域外及び緑地

等への不要な立入りを禁止するこ

とで、動物、植物及び生態系への

影響を低減できる。 

低減 有 動物、植物、

生態系への 

影響は少な

い。 

不要な人為的妨

害 の 低 減 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

低騒音・低振

動型建設機械

及び機器の採

用 

建設機械及び機器は可能な限り低

騒音・低振動型のものを採用する

ことにより、騒音及び振動による

動物及び生態系への影響を低減で

きる。 

低減 有 動物、生態

系への影響

は少ない。 

低騒音・低振動

型の機械の採用

により、効果が

確実である。 

なし 

低騒音・低振

動工法の採用 

基礎杭工事においては、低騒音・

低振動工法の採用に努めること

で、騒音及び振動による動物及び

生態系への影響を低減できる。 

低減 有 動物、生態

系への影響

は少ない。 

低騒音・低振動

工法の採用によ

り、効果が確実

である。 

なし 

地域の生態系

に配慮した緑

化 

工事に伴い緑地の一部を改変する

が、可能な限り在来種により緑地

復旧するとともに、工場立地法(昭

和34年法律第24号)等で定められる

緑地面積率を遵守することで、動

物、植物及び生態系への影響を低

減できる。 

低減 有 動物、植物、

生態系への 

影響は少な

い。 

緑地の確保によ

り、効果が確実

である。 

なし 

重要な種の移

植 

改変区域に生育する重要な植物で

あるキンランについては、専門家

の助言に基づき、工事実施前まで

に工事の実施による影響を受けな

い適地への移植を行い、種の保全

に努めることで、植物重要種への

影響を低減できる。 

低減 有 植物重要種

への影響は

少ない。 

専門家の助言に

基づく類似環境

へ の 移 植 に よ

り、効果の不確

実性の程度は小

さい。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の工事関係者

への周知徹底 

会議等を通じて、上記の環境保全

措置を工事関係者へ周知徹底する

ことで、環境保全措置をより確実

に実施できる。 

低減 有 動物、植物、

生態系への 

影響は少な

い。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 



 

10.2-15 

(1075) 

(4) 人と自然との触れ合いの活動の場 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

工
事
用
資
材
等
の
搬
出
入 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

ア
ク
セ
ス
影
響
の
低
減 

大型機器の工

場組立及び海

上輸送 

事
業
者 

ガスタービン、蒸気タービン、排

熱回収ボイラー等の大型機器は可

能な限り工場組立及び海上輸送を

行うことにより、工事関係車両台

数を低減することで、アクセスル

ートへの影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

既設設備の有

効利用 

既設の取放水設備、排水処理装置

等を有効活用することにより、工

事量を低減し、工事関係車両台数

の低減を図ることで、アクセスル

ートへの影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

残土の発生量

低減 

掘削範囲を最小限とすることによ

り掘削土の発生量を低減するとと

もに、可能な限り掘削土を対象事

業実施区域で埋戻し及び盛土に有

効利用することにより、残土の発

生量を低減し、工事関係車両台数

を低減することで、アクセスルー

トへの影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

工事関係車両

台数の平準化 

工事工程等の調整により、工事関

係車両台数の平準化に努め、建設

工事ピーク時の工事関係車両台数

の低減を図ることで、アクセスル

ートへの影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

乗り合いの実

施 

工事関係者の通勤は乗り合い等に

努めることにより、工事関係車両

台数の低減を図ることで、アクセ

スルートへの影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

複数の交通ル

ート利用 

阪神高速湾岸線等の高速道路を利

用することにより、可能な限り主

要地方道等の交通量を低減するこ

とで、アクセスルートへの影響を

低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

渋滞時間の極

力回避 

朝夕の渋滞時間を極力避けて平準

化を図ることで、アクセスルート

への影響を低減できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の工事関係者

への周知徹底 

会議等を通じて、上記の環境保全

措置を工事関係者へ周知徹底する

ことで、環境保全措置をより確実

に実施できる。 

低減 有 工事関係車

両による影

響 は 少 な

い。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 

 



 

10.2-16 

(1076) 

(5) 廃棄物等 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

造
成
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

産
業
廃
棄
物 

発
生
量
の
低
減 

大型機器の工

場組立 

事
業
者 

ガスタービン、蒸気タービン、排

熱回収ボイラー等の大型機器は可

能な限り工場組立とすることで、

現地工事による産業廃棄物の発生

量を低減できる。 

低減 有 産業廃棄物

による影響

は少ない。 

発生量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

既設設備の有

効利用 

既設の取放水設備、排水処理装置

等を有効活用することにより、工

事量を低減し、産業廃棄物の発生

量を低減できる。 

低減 有 産業廃棄物

による影響

は少ない。 

発生量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

梱包材の簡素

化 

工事用資材等は梱包材の簡素化を

図ることで、産業廃棄物の発生量

を低減できる。 

低減 有 産業廃棄物

による影響

は少ない。 

発生量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

建設汚泥の減

容化 

建設工事に伴い発生する建設汚泥

は、脱水処理等を行うことにより

減容化に努めることで、産業廃棄

物の発生量を低減できる。 

低減 有 産業廃棄物

による影響

は少ない。 

発生量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

有
効
利
用 

有効利用 工事の実施に伴い発生する産業廃

棄物は、可能な限り有効利用に努

めることで、産業廃棄物の処分量

を低減できる。 

低減 有 産業廃棄物

による影響

は少ない。 

処分量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

適
正
処
分 

有効利用が困

難な廃棄物の

適正処分 

有効利用が困難な産業廃棄物につ

いては、産業廃棄物処理会社に委

託して適正に処分することで、産

業廃棄物の負荷を低減できる。 

低減 有 産業廃棄物

による影響

は少ない。 

適 正 処 分 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

残
土 

発
生
量
の
低
減 

既存設備の有

効活用 

既設の取放水設備、排水処理装置

等を有効活用することにより、掘

削範囲の低減を図ることで、残土

の発生量を低減できる。 

低減 有 残土による

影響は少な

い。 

発生土量の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

最小限の掘削 掘削範囲を必要最小限とすること

で、掘削土の発生量を低減でき

る。 

低減 有 残土による

影響は少な

い。 

発生土量の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

有
効
利
用 

発生土の有効

利用 

掘削土を可能な限り対象事業実施

区域内にて埋戻し及び盛土に有効

利用することで、掘削に伴う残土

量を低減できる。 

低減 有 残土による

影響は少な

い。 

残土量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

適
正
処
理 

残土の適正処

理 

有効利用が困難な残土は、専門の

処理会社に委託して適正に処理す

ることにより、残土の影響を低減

できる。 

低減 有 残土による

影響は少な

い。 

残土の適正処理

により、効果が

確実である。 

なし 

  



 

10.2-17 

(1077) 

2. 「土地又は工作物の存在及び供用」に係る環境保全措置 

(1) 大気環境 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

施
設
の
稼
働
□
排
ガ
ス
□ 

窒
素
酸
化
物 

発
生
源
対
策 

最新鋭低ＮＯ

Ｘ燃焼器及び

排煙脱硝装置

の採用 

事
業
者 

最新鋭の低ＮＯＸ燃焼器及び排煙脱

硝装置を採用することで、窒素酸

化物の濃度及び排出量を低減でき

る。 

低減 有 排ガスによ

る影響は少

ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

適切な運転管

理及び維持管

理 

各設備の適切な運転管理及び維持

管理に努めることで、窒素酸化物

の排出濃度及び排出量の抑制を図

ることができる。 

低減 有 排ガスによ

る影響は少

ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

施
設
の
稼
働
□
機
械
等
の
稼
働
□ 

騒
音
□
振
動 

発
生
源
対
策 

低騒音・低振

動型機器の採

用 

可能な限り低騒音・低振動型機器

を採用することにより、騒音及び

振動の影響を低減できる。 

低減 有 発電所によ

る影響は少

ない。 

騒音・振動の低

減により、効果

が確実である。 

なし 

防音・防振対

策 

騒音の発生源となる機器は、可能

な限り建屋内に収納するととも

に、必要に応じて防音カバーの取

り付け、防音壁の設置等の防音対

策を実施し、また振動の発生源と

なる機器は、基礎を強固にし、振

動の伝搬を低減する対策を実施す

ることで、騒音・振動を低減でき

る。 

低減 有 発電所によ

る影響は少

ない。 

騒音・振動の低

減により、効果

が確実である。 

なし 

資
材
等
の
搬
出
入 

窒
素
酸
化
物
□
浮
遊
粒
子
状
物
質
□
粉
じ
ん
等 

発
生
源
対
策 

発電所関係車

両台数の平準

化 

定期点検工程等の調整により、発

電所関係車両台数の平準化に努

め、ピーク時の発電所関係車両台

数の低減を図ることで、窒素酸化

物、浮遊粒子状物質及び粉じん等

の影響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

乗り合いの実

施 

発電所関係者の通勤は、乗り合い

等に努め、発電所関係車両台数の

低減を図ることで、窒素酸化物、

浮遊粒子状物質及び粉じん等の影

響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

低公害車の積

極的な利用、

エコドライブ

の励行 

低公害車の積極的な利用を図ると

ともに、急発進、急加速の禁止、

及び車両停止時のアイドリングス

トップ等のエコドライブを励行す

ることにより、排ガスの排出量を

低減することで、窒素酸化物の影

響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

複数の交通ル

ート利用 

阪神高速湾岸線の利用等による地

方道路の交通量を抑制することや

複数ルートを設定することで、阪

神高速湾岸線等の高速道路を利用

することにより、主要地方道路等

の交通量を低減することや複数ル

ートを設定し、交通量の分散を図

ることで、窒素酸化物、浮遊粒子

状物質及び粉じん等の影響を低減

できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 



 

10.2-18 

(1078) 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

資
材
等
の
搬
出
入 

窒
素
酸
化
物
□
浮
遊
粒
子
状
物
質
□
粉
じ
ん
等 

発
生
源
対
策 

発電所関係車

両台数の平準

化 

事
業
者 

定期点検工程等の調整により、発

電所関係車両台数の平準化に努

め、ピーク時の発電所関係車両台

数の低減を図ることで、窒素酸化

物、浮遊粒子状物質及び粉じん等

の影響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

乗り合いの実

施 

発電所関係者の通勤は、乗り合い

等に努め、発電所関係車両台数の

低減を図ることで、窒素酸化物、

浮遊粒子状物質及び粉じん等の影

響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

低公害車の積

極的な利用、

エコドライブ

の励行 

低公害車の積極的な利用を図ると

ともに、急発進、急加速の禁止、

及び車両停止時のアイドリングス

トップ等のエコドライブを励行す

ることにより、排ガスの排出量を

低減することで、窒素酸化物の影

響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

複数の交通ル

ート利用 

阪神高速湾岸線の利用等による地

方道路の交通量を抑制することや

複数ルートを設定することで、阪

神高速湾岸線等の高速道路を利用

することにより、主要地方道路等

の交通量を低減することや複数ル

ートを設定し、交通量の分散を図

ることで、窒素酸化物、浮遊粒子

状物質及び粉じん等の影響を低減

できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の定期点検関

係者への周知

徹底 

会議等を通じて上記の環境保全措

置を定期点検関係者へ周知徹底す

ることで、環境保全措置をより確

実に実施できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 

 

  



 

10.2-19 

(1079) 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

資
材
等
の
搬
出
入 

騒
音
□
振
動 

発
生
源
対
策 

乗り合いの実

施 

事
業
者 

発電所関係者の通勤における乗り

合い等に努めることにより、発電

所関係車両台数の低減を図ること

で、騒音及び振動の影響を低減で

きる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

発電所関係車

両台数の平準

化 

定期点検工程等の調整により、発

電所関係車両台数の平準化に努

め、ピーク時の発電所関係車両台

数の低減を図ることで、騒音及び

振動の影響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

複数の交通ル

ート利用 

阪神高速湾岸線等の高速道路を利

用することにより、可能な限り主

要地方道等の交通量を低減するこ

とで、騒音及び振動の影響を低減

できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

渋滞時間の極

力回避 

朝夕の渋滞時間を極力避けること

により平準化を図ることで騒音及

び振動の影響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

エコドライブ

の励行 

急発進、急加速の禁止、及び車両

停止時のアイドリングストップ等

のエコドライブを励行すること

で、騒音及び振動の影響を低減で

きる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

騒音・振動の低

減により、効果

が確実である。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の発電所関係

者への周知徹

底 

会議等を通じて、上記の環境保全

措置を発電所関係者へ周知徹底す

ることで、環境保全措置をより確

実に実施できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 

  



 

10.2-20 

(1080) 

(2) 水環境 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

施
設
の
稼
働
□
温
排
水
□ 

水
温 

温
排
水
に
よ
る
影
響
の
低
減 

復水器冷却水

量の低減・取

放水温度差の

管理 

 

事
業
者 

復水 器 の冷 却 水量 を 、現 状 の

79.2m3/sから39.6m3/sに低減し、取

放水温度差を現状と同じ7℃で管理

することで、温排水による影響を

低減できる。 

低減 有 海域への影

響 は 少 な

い。 

冷却水量の低減

及び取放水温度

差 の 管 理 に よ

り、効果は確実

である。 

なし 

深層取水の採

用 

低温な海水を取水できる深層取水

を採用することにより、温排水に

よる影響を低減できる。 

低減 有 海域への影

響 は 少 な

い。 

深層取水の採用

により、効果は

確実である。 

なし 

流
向
及
び
流
速 

流
況
へ
の
影
響
の
低
減 

放水流速の低

減 

放水口からの流速を低減すること

で、流向及び流速への影響を低減

できる。 

低減 有 海域への影

響 は 少 な

い。 

放水流速の低減

により、効果は

確実である。 

なし 

  



 

10.2-21 

(1081) 

(3) 動物、植物、生態系 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

地
形
改
変
及
び
施
設
の
存
在 

重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
□
重
要
な
種
及
び
重
要
な
群
落
□
海
域
に
生
息
・
生
育
す
る
も
の
を
除
く
□
□
生
態
系 

生
息
・
生
育
環
境
・
生
態
系
の
保
全 

大型機器の工

場組立 

事
業
者 

ガスタービン、蒸気タービン、排

熱回収ボイラー等の大型機器は可

能な限り工場組立とし、現地工事

を少なくする工法等を採用するこ

とにより、工事量の低減を図るこ

とで、動物、植物及び生態系への

影響を低減できる。 

低減 有 動 物 、 植

物、生態系

への影響は

少ない。 

現地工事量の低

減により、効果

が確実である。 

なし 

既存敷地の有

効活用 

発電所計画地は既存の用地を利用

し、陸域の自然地形の改変は行わ

ないことで、動物、植物及び生態

系への影響を低減できる。 

低減 有 動 物 、 植

物、生態系

への影響は

少ない。 

地形改変の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

コンパクトな

配置設計 

設備はコンパクトな配置設計と

し、工事範囲は最小限とすること

で、動物、植物及び生態系への影

響を低減できる。 

低減 有 動 物 、 植

物、生態系

への影響は

少ない。 

工事範囲を最小

とすることによ

り、効果が確実

である。 

なし 

工事区域外等

への不要な立

入り禁止 

工事関係者の工事区域外及び緑地

等への不要な立入りを禁止するこ

とで、動物、植物及び生態系への

影響を低減できる。 

低減 有 動 物 、 植

物、生態系

への影響は

少ない。 

不要な人為的妨

害 の 低 減 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

低騒音・低振

動型建設機械

及び機器の採

用 

建設機械及び機器は可能な限り低

騒音・低振動型のものを採用する

ことにより、騒音及び振動による

動物及び生態系への影響を低減で

きる。 

低減 有 動物、生態

系への影響

は少ない。 

低騒音・低振動

型の機械の採用

により、効果が

確実である。 

なし 

低騒音・低振

動工法の採用 

基礎杭工事においては、低騒音・

低振動工法の採用に努めること

で、騒音及び振動による動物及び

生態系への影響を低減できる。 

低減 有 動物、生態

系への影響

は少ない。 

低騒音・低振動

工法の採用によ

り、効果が確実

である。 

なし 

地域の生態系

に配慮した緑

化 

工事に伴い緑地の一部を改変する

が、可能な限り在来種により緑地

復旧するとともに、工場立地法(昭

和34年法律第24号)等で定められる

緑地面積率を遵守することで、動

物、植物及び生態系への影響を低

減できる。 

低減 有 地形改変及

び施設の存

在による影

響 は 少 な

い。 

緑地の確保によ

り、効果は確実

である。 

なし 

重要な種の移

植 

改変区域に生育する重要な植物で

あるキンランについては、専門家

の助言に基づき、工事実施前まで

に工事の実施による影響を受けな

い適地への移植を行い、種の保全

に努めることで、植物重要種への

影響を低減できる。 

低減 有 植物重要種

への影響は

少ない。 

専門家の助言に

基づく類似環境

へ の 移 植 に よ

り、効果の不確

実性の程度は小

さい。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の関係者への

周知徹底 

会議等を通じて、上記の環境保全

措置を関係者へ周知徹底すること

で、環境保全措置をより確実に実

施できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 

  



 

10.2-22 

(1082) 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

施
設
の
稼
働
□
温
排
水
□ 

海
域
に
生
息
す
る
動
物
□
海
域
に
生
育
す
る
植
物 

生
息
・
生
育
環
境
の
保
全 

復水器冷却水

量の低減・取

放水温度差の

管理 

事
業
者 

復水 器 の冷 却 水量 を 、現 状 の

79.2m3/sから 39.6m3/sに低減し、

取放水温度差を現状と同じ7℃で管

理することで、動物・植物への影

響を低減できる。 

低減 有 動物・植物

への影響は

少ない。 

冷却水量の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

深層取水の採

用 

低温な海水を取水できる深層取水

を採用することにより、放水温度

を低減することで、動物・植物へ

の影響を低減できる。 

低減 有 動物・植物

への影響は

少ない。 

深層取水の採用

により、効果は

確実である。 

なし 

温排水の水質

管理 

補機冷却水系への海生生物付着を

防止のため、現状と同様に海水を

電気分解し生成した次亜塩素酸ソ

ーダを注入するが、放水口で残留

塩素が検出されないよう管理する

ことから、動物・植物への影響を

低減できる。 

低減 有 動物・植物

への影響は

少ない。 

温排水の水質を

管理することに

より、効果は確

実である。 

なし 

 

  



 

10.2-23 

(1083) 

(4) 景観 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

地
形
改
変
及
び
施
設
の
存
在 

主
要
な
眺
望
点
及
び
景
観
資
源
並
び
に
主
要
な
眺
望
景
観 

景
観
変
化
の
低
減 

周辺環境と調

和した主要設

備の色彩の採

用 

事
業
者 

主要設備の色彩については、「大

阪市景観計画」（大阪市、令和6

年）の景観形成基準に準拠し、ベ

ースカラーは自然や原風景の葦原

との一体的調和に配慮された関西

らしい明るい空間色である黄色み

にシフトした明るいベージュ系

色、アクセントカラーは海・空・

六甲山等の山並み・淡路島の島並

み等、大阪湾の景観の特徴に呼応

し、既設設備と同色である青緑系

色を選定することで、周辺環境と

の調和を図ることで、景観への影

響を低減できる。 

低減 有 地形改変及

び施設の存

在による影

響 は 少 な

い。 

周辺環境と調和

し た 色 彩 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 

コンパクトな

配置 

設備はコンパクトな配置設計と

し、設備の視認範囲の低減を図る

ことで、景観への影響を低減でき

る。 

低減 有 地形改変及

び施設の存

在による影

響 は 少 な

い。 

コンパクトな配

置により、効果

が確実である。 

なし 

改変緑地の復

旧 

工事に伴い緑地の一部は改変する

ものの、可能な限り緑地復旧を行

い、周辺からの眺望景観に配慮す

ることで、景観への影響を低減で

きる。 

低減 有 地形改変及

び施設の存

在による影

響 は 少 な

い。 

修景等により、

効果が確実であ

る。 

なし 

  



 

10.2-24 

(1084) 

(5) 人と自然との触れ合いの活動の場 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

資
材
等
の
搬
出
入 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

ア
ク
セ
ス
影
響
の
低
減 

発電所関係車

両台数の平準

化 

事
業
者 

定期点検工程等の調整により、発

電所関係車両台数の平準化に努

め、ピーク時の発電所関係車両台

数を低減することで、アクセスル

ートへの影響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

乗り合いの実

施 

発電所関係者の通勤は、乗り合い

等に努め、発電所関係車両台数の

低減を図ることで、アクセスルー

トへの影響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

複数の交通ル

ート利用 

阪神高速湾岸線等の高速道路を利

用することにより、可能な限り主

要地方道等の交通量を低減するこ

とで、アクセスルートへの影響を

低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

渋滞時間の極

力回避 

朝夕の渋滞時間を極力避けて平準

化を図ることで、アクセスルート

への影響を低減できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

車両台数の低減

により、効果が

確実である。 

なし 

環
境
保
全
措
置 

の
確
実
な
実
施 

環境保全措置

の発電所関係

者への周知徹

底 

会議等を通じて、上記の環境保全

措置を発電所関係者へ周知徹底す

ることで、環境保全措置をより確

実に実施できる。 

低減 有 発電所関係

車両による

影響は少な

い。 

関係者への周知

徹底により、環

境保全措置をよ

り確実に実施で

きる。 

なし 
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(6) 廃棄物等 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

廃
棄
物
の
発
生 

産
業
廃
棄
物 

発
生
量
の
低
減 

梱包材の簡素

化 

事
業
者 

資材等は梱包材の簡素化を図るこ

とで、産業廃棄物の発生量を低減

できる。 

低減 有 廃棄物によ

る影響は少

ない。 

発生量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

有
効
利
用 

有効利用 発電所の運転に伴い発生する産業

廃棄物は、可能な限り有効利用に

努めることで、産業廃棄物の処分

量を低減できる。 

低減 有 廃棄物によ

る影響は少

ない。 

処分量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

適
正
処
分 

有効利用が困

難な廃棄物の

適正処分 

有効利用が困難な産業廃棄物につ

いては、産業廃棄物処理会社に委

託して適正に処分することで、産

業廃棄物の負荷を低減できる。 

低減 有 廃棄物によ

る影響は少

ない。 

適 正 処 分 に よ

り、効果が確実

である。 

なし 
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(7) 温室効果ガス等 

影
響
要
因 

環
境
要
素 

検
討
の
視
点 

環境保全措置 

の内容 

実
施
主
体 

措置の効果 

措
置
の
区
分 

採
用
の
有
無 

環境の状況 

の変化 

効果の 

不確実性 

新
た
に
生
じ
る
影
響 

施
設
の
稼
働
□
排
ガ
ス
□ 

二
酸
化
炭
素 

排
出
量
の
低
減 

ＬＮＧの使用 事
業
者 

発電用燃料は、現状と同様に、他

の化石燃料と比べて二酸化炭素の

排出量が少ないＬＮＧを使用する

ことで、二酸化炭素排出量を低減

できる。 

低減 有 排ガスによ

る影響は少

ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

高効率発電設

備の採用 

利用可能な最良の発電技術である

1,650℃級ガスタービン・コンバイ

ンド発電設備を採用する（発電端

熱効率：約63％、低位発熱量基

準）ことで、二酸化炭素排出量を

低減できる。 

低減 有 排ガスによ

る影響は少

ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

適切な維持管

理及び運転管

理 

発電設備の適切な維持管理及び運

転管理を行うことにより、発電効

率の維持に努めることで、二酸化

炭素排出量を低減できる。 

低減 有 排ガスによ

る影響は少

ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

省エネルギー

化による所内

電力量低減 

発電所内の省エネルギー化によ

り、所内電力量の低減に努めるこ

とで、二酸化炭素排出量を低減で

きる。 

低減 有 排ガスによ

る影響は少

ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

ベンチマーク

指標の遵守 

省エネ法に基づくベンチマーク指

標について、2030年度に向けて引

き続き達成するよう努めること

で、二酸化炭素排出量を低減でき

る。 

低減 有 排ガスによ

る影響は少

ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 

自主的枠組み

に基づく温暖

化対策の推進 

電力業界の自主的枠組みに参加す

る小売電気事業者に電力を供給す

る等供給先を検討し、確実に取組

を進めることで、二酸化炭素排出

量を低減できる。 

低減 有 排ガスによ

る影響は少

ない。 

排出量の低減に

より、効果が確

実である。 

なし 
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10.2.4 環境保全措置に係る環境監視計画 

工事中及び供用後の環境監視は、法令等の規定に基づいて実施するもののほか、事業特性及び地

域特性の観点から、環境監視を行うことが適切と考えられる事項について実施する。 

環境監視の結果、環境保全上特に配慮を要する事項が判明した場合には、速やかに関係機関と協

議を行い、所要の対策を講じることとする。 

環境監視計画（工事中、供用後）は第 10.2.4-1 表のとおりである。 

 

第 10.2.4-1 表(1)  環境監視計画（工事中） 

環境要素 監視項目 実施内容 

大気環境 

大気質 

騒音・振動 

工事関係車両の 

運行状況 

1．調査方法 

対象事業実施区域に入構する工事関係車両の台数を把握す

る。 

2．調査地点 

対象事業実施区域とする。 

3．調査時期及び頻度 

工事期間中において工事関係車両が最大となる時期とす

る。 

騒音・振動 
建設機械の稼働に 

伴う騒音・振動 

1．調査方法 

対象事業実施区域の敷地境界で騒音・振動レベルを測定す

る。 

2．調査地点 

対象事業実施区域の敷地境界地点とする。 

3．調査時期及び頻度 

工事期間中において建設機械の稼働に伴う騒音・振動レベ

ルが最大となる時期とする。 

水環境 水質 
工事排水の水質 

（水の濁り） 

1．調査方法 

工事排水中の浮遊物質量（ＳＳ）を把握することとし、浮

遊物質量（ＳＳ）と濁度との関係をあらかじめ把握した上

で、濁度を測定する。 

2．調査地点 

海域に排出する仮設排水処理装置の出口とする。 

3．調査時期及び頻度 

工事期間中において適宜測定する。 

植物 

重要な種及び重

要な群落（海域

に生育するもの

を除く） 

生育状況、生育環境 

1．調査方法 

重要な種（キンラン）の移植後の生育状況を確認する。 

2．調査地点 

移植後の地点とする。 

3．調査時期及び頻度 

移植後4年程度の期間、生育状況を適宜確認する。 

廃棄物等 産業廃棄物 

1．調査方法 

廃棄物の種類、発生量、処分量、処分方法を把握する。 

2．調査時期及び頻度 

工事期間中において、各年度の集計を行う。 
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第 10.2.4-1 表(2)  環境監視計画（供用後） 

環境要素 監視項目 実施内容 

大気環境 

大気質 窒素酸化物 

1．調査方法 

排ガス中の窒素酸化物排出濃度・排出量を連続測定する。 

2．調査地点 

各煙突入口の煙道とする。 

3．調査時期及び頻度 

運転開始後、連続測定する。 

騒音・振動 
施設の稼働に伴う

騒音・振動 

1．調査方法 

発電所敷地境界の騒音・振動レベルを測定する。 

2．調査地点 

発電所の敷地境界地点とする。 

3．調査時期及び頻度 

全機の運転開始後に１回測定する。 

水環境 水質 温排水 

1．調査方法 

復水器出入口において冷却水温度を連続測定する。 

2．調査地点 

発電所復水器出入口とする。 

3．調査時期及び頻度 

運転開始後、連続測定する。 

廃棄物等 産業廃棄物 

1．調査方法 

廃棄物の種類、発生量、処分量、処分方法を把握する。 

2．調査時期及び頻度 

運転開始後、各年度の集計を行う。 

 

 


